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❖ 目 標

❖ 施 策 に 関 す る 指 標

「知性」・「感性」を磨く学びの場の充実

魅力ある学校づくりの推進

■ 教育の多様化や専門化に対応したＩＣＴの活用などにより学習環境・教育内容を充実し、学力の向

上を図ります。

■ 教職員の資質の向上や、子どもと向き合う時間の拡充など、魅力ある学校づくりを推進します。

成果指標 現状値 目標値

全国規模の学力調査で全国平均を上回る科目の
割合

(2021 年度 )

小 0％、中 100%

毎年度

100％

授業中に ICT を活用して習熟度別学習や協働学
習など専門的な指導ができる教員の割合

(2020 年度 )

65.7％
100％

「知性」・「感性」を磨く学びの場の充実

活動指標 現状値 目標値

学校の授業以外で１日当たり１時間以上勉強してい
る児童生徒の割合

(2021 年度)
小 66.5％、中 79.2％

小 75％、中 80％

日常的に授業でＩＣＴを活用した学校の割合
(2020 年度)
94.1％

毎年度
100％

情報モラルに関する教育活動を実施した学校の割合
(2020 年度)

小 100％、中 100％、
高 97.1％、特 97.3％

毎年度
100％

情報活用の基盤となる知識や態度について指導でき
る教員の割合

(2020 年度)
81.1％

100％

ケータイ・スマホルールアドバイザーによる啓発人
数

(2020 年度)
9,679 人

18,000 人

魅力ある学校づくりの推進

活動指標 現状値 目標値

授業内容等に興味があって学校を選択した生徒の割
合（オンリーワン・ハイスクール実施校）

（2020 年度）
17.8%

70％

研修の成果を授業改善や学校運営に役立てた教員の
割合

（2020 年度）
小 97.2％、中 92.0％、
高 81.0％、特 95.5％

毎年度
100％

施策

６-１

（1）「知性」・「感性」を磨く学びの場づくり

（3）魅力ある学校づくりの推進

担当部局
教育委員会 教育政策課、
義務教育課、高校教育課、
教育DX推進課
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❖ 施 策 推 進 の 視 点 ・ 主 な 取 組

☞ 視点１ これからの時代を生きるための資質・能力を育む教育の充実

① 教育内容やきめ細やかな指導の充実

全ての子どもの可能性を引き出す学びを実現するため、児童生徒の実態に応じ

たきめ細かい指導や、多様なニーズに対応した教育内容の充実を図ります。

② デジタル技術の効果的な活用

１人１台端末やＥｄＴｅｃｈ ※の活用による教育活動の充実を図るとともに、

児童生徒や教員の情報リテラシーの向上を図ります。

※教育とＩＣＴ等の技術の融合によって生まれる新しい教育のスタイルやサービス

☞ 視点2 社会の変化や児童生徒、保護者、地域社会の多様な教育ニーズに応える学校づくり

③ 高校の魅力化・特色化と教職員の資質向上

県立高校における普通科改革等による魅力化・特色化とともに、教職員の専門

性や指導力の向上を図り、学びを支える魅力ある学校づくりを推進します。
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１ 現状・課題と県の施策

【 現 状 ・ 課 題 １ 】

n 児 童 生 徒 が 自 ら 未 来 を 切 り 拓 き 、 そ れ ぞ れ の 夢 を 実 現 し て い く 力 の
育 成 が 求 め ら れ て い ま す 。

n 「 主 体 的 ・ 対 話 的 で 深 い 学 び 」 の 実 現 を 目 指 す 授 業 改 善 が 必 要 で す 。

☞ 視点１ これからの時代を生きるための資質・能力を育む教育の充実

○ 全ての子どもの可能性を引き出す学びを実現するため、児童生徒の実態に応じたきめ細かい指導

や、多様なニーズに対応した教育内容の充実を図ります。

主な取組➡①教育内容やきめ細かな指導の充実

１ 学習指導要領の改訂（小中学校：2017年告示 高校：2018年告示）

・現行の学習指導要領では、これまでの学校教育の実践や蓄積を活かし、子どもが未来社会を切り拓く

ための資質・能力を育成することが重視されています。

・「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学びに向かう力、人間性等」を学び育てる

ために、「主体的・対話的で深い学び」の実現を目指す授業改善が求められています。

＜学習指導要領リーフレット(文部科学省)（一部抜粋）＞

２ 生徒の学習到達度調査(PISA)の調査結果

・日本の生徒の学力は、数学的リテラシーと科学的リテラシーは引き続き世界トップレベルですが、

読解力については前回 2015年調査よりも平均点及び順位が低下しています。

・低得点層が増加し、判断の根拠や理由を明確にしながら自分の考えを述べることなどについて課題

が見られ、文部科学省では、主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善や、言語能力、情報活

用能力育成のための指導の充実等を推進していくこととしています。

＜OECD 生徒の学習到達度調査 2018年調査（PISA2018）のポイント＞
令和元年 12月３日 文部科学省・国立教育政策研究所 公表資料より抜粋

（PISA2018 について）

・義務教育終了段階の 15 歳児を対象に、2000 年から３年ごとに、読解力、数学的リテラシー、

科学的リテラシーの３分野で実施（2018 年調査は読解力が中心分野）

・日本は高校１年相当学年が対象で、2018 年６～８月に実施
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（日本の結果）
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【 現 状 ・ 課 題 ２ 】

n 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影 響 に よ り 、登 校 や 外 出 が 制 限 さ れ る 中
で の 学 び の 機 会 や 質 の 確 保 が 課 題 と な っ た 一 方 で 、Ｉ Ｃ Ｔ を 活 用 し た
学 習 環 境 の 整 備 が 急 速 に 進 み 、Ｉ Ｃ Ｔ の 可 能 性 や 重 要 性 が ク ロ ー ズ ア
ッ プ さ れ ま し た 。

n 教 育 の 多 様 化 や 専 門 化 に Ｉ Ｃ Ｔ を 効 果 的 に 活 用 し 、学 習 環 境 や 教 育 内
容 の 充 実 に つ な げ て い く こ と が 求 め ら れ て い ま す 。

☞ 視点１ これからの時代を生きるための資質・能力を育む教育の充実

○ １人１台端末やＥｄＴｅｃｈの活用による教育活動の充実を図るとともに、児童生徒や教員の

情報リテラシーの向上を図ります。

主な取組➡②デジタル技術の効果的な活用

１ ＧＩＧＡスクール構想の進展

・新型コロナウイルス感染症の拡大を契機として、2020年度に小中学校の１人１台端末の整備が行わ

れるなど、学校におけるＩＣＴ環境の整備と活用が急速に進展しています。

・ＩＣＴ機器の整備は急速に進んだものの、教員のＩＣＴ活用指導力は微増に留まっています。

＜静岡県の整備状況等＞「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（文部科学省）」より

※コンピュータやソフトウェア等を活用して、児童生徒による課題の明確化、意見・作品等の比較検討、個人の

習熟度に対応した学習、協働してのレポート作成などの指導ができる教員の割合（教員の自己評価）

＜１人１台端末の活用による授業改善イメージ＞「GIGAスクール構想の実現へ（文部科学省）」より抜粋

項 目 2018 年 3月 2019 年３月 2020 年 3月 2021 年 3月
教育用コンピュータ１台当た
りの児童生徒数

6.1 人 5.5 人 5.0 人 1.6 人

普通教室の無線ＬＡＮ整備率 63.1％ 73.4％ 75.4％ 92.3％
教員のＩＣＴ活用指導力※ － 64.9％ 64.8％ 65.7％
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【 現 状 ・ 課 題 ３ 】

n 学 校 を 取 り 巻 く 環 境 が 複 雑 化・多 様 化 す る 中 、魅 力 あ る 学 校 づ く り を
進 め る た め に は 、普 通 科 改 革 等 に よ る 高 校 の 魅 力 化・ 特 色 化 や 、教 育
の 担 い 手 で あ る 教 職 員 の 資 質 向 上 を 図 る 必 要 が あ り ま す 。

☞ 視点２社会の変化や児童生徒、保護者、地域社会の多様な教育ニーズに応える学校づくり

○ 県立高校における普通科改革等による魅力化・特色化とともに、教職員の専門性や指導力の向上

を図り、学びを支える魅力ある学校づくりを推進します。

主な取組➡③高校の魅力化・特色化と教職員の資質向上

１ 高等学校における普通科改革

・普通科には高校生の約７割が在籍する一方で、生徒の能力・適正や興味・関心等を踏まえた学びの

実現に課題があり、「普通」の名称から一斉的・画一的な学びの印象を持たれやすいことが指摘され

ています。（中央教育審議会ワーキンググループ）

・文部科学省の制度改正により、普通教育を主とする学科として、普通科以外の学科（学際領域に関す

る学科、地域社会に関する学科 ほか）の設置が可能になりました。

＜普通科改革に係る制度改正の概要＞「普通科改革について」(文部科学省HP掲載資料) より引用

２ これからの教員の理想的な姿

社会が急速に変化するとともに、先行きが不透明で予測困難な時代が到来する中、変化を前向きに

受け止め、継続的に新しい知識・技能を学び続けていくことが求められています。

＜2020年代を通じて実現すべき教員の理想的な姿＞
「中央教育審議会「「令和の日本型学校教育」の構築を目指して（答申）」【総論解説】」(文部科学省HP掲載資料) より引用
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２ 施策に関する県と市町、民間等との役割分担

教 育 行 政 に お け る 国 ・ 都 道 府 県 ・ 市 町 村 の 役 割 分 担 （ イ メ ー ジ 図 ）

区分 役割・取組等

県

＜教育委員会＞

○県立学校（高等学校、特別支援学校）の以下に関すること

・学校の設置、管理 ・教職員の人事、研修 ・児童生徒の入学、退学

・学校の組織編制、教育課程、生徒指導 ・教科書の採択 ・校舎等の施設の整備

○市町立学校（政令市以外）の教職員の人事、給与負担

○教育に関する事務の適切な処理を図るための市町教育委員会への指導・助言・援助

＜知事部局＞

○学校法人及び私立学校の設置・解散・廃止等の認可、届出の受理、指導

○私立学校振興助成法等に基づく経常費・生徒に対する授業料助成

市町

＜政令市以外＞

○市町立学校（小学校、中学校、義務教育学校、高等学校）の以下に関すること

・学校の設置、管理 ・教職員の人事（内申）、研修 ・児童生徒の入学、退学

・学校の組織編制、教育課程、生徒指導 ・教科書の採択 ・校舎等の施設の整備

＜政令市＞

○市立学校（小学校、中学校、高等学校）の以下に関すること

・学校の設置、管理 ・教職員の人事、研修 ・児童生徒の入学、退学

・学校の組織編制、教育課程、生徒指導 ・教科書の採択 ・校舎等の施設の整備

民間等

＜学校法人＞

○私立学校（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校）の以下に関すること

・学校の設置、管理 ・教職員の人事、研修 ・児童生徒の入学、退学

・学校の組織編制、教育課程、生徒指導 ・教科書の採択 ・校舎等の施設の整備
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３ 主な取組

視点１ これからの時代を生きるための資質・能力を育む教育の充実

取組名 教育内容やきめ細かな指導の充実 担当課 名 義務教育課、高校教育課

目 的

(何のために)

全ての子どもの可能性を引き出す学びを実現するため、児童生徒の実態に応じた

きめ細かい指導や、多様なニーズに対応した教育内容の充実を図ります。

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組１：教育内容の充実

（１）学力向上推進事業【小中学校】

児童生徒の資質・能力を育成するため、各市町教育委員会と県教育委員会が連携し、学校改
善・授業改善を支援する環境づくりや県内の学校の優れた実践を通した学力向上の具体策を
検討するとともに、更なる改善ポイントをまとめ各学校に伝えています。
また、全国学力・学習状況調査の問題と結果を基にした授業の在り方の分析や、１人１台端

末の効果的な活用についての研究を行い、得られた成果等を各学校に伝えています。
各学校では、よりよい授業となるように日々改善を重ね、授業において一人一人の児童生徒

に対するきめ細かな支援を行っています。

【よりよい授業へ向けた改善ポイント（例）】
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（２）探究学習の推進

高等学校学習指導要領が改訂（令和４年４月１日施行）され、全ての県立高校で「総合的な
探究の時間」を実施しています。
先進的に探究活動に取り組んでいる学校の事例を共有し、活動の一層の推進を図るととも

に、教員同士のネットワーク形成の機会を図るためのシンポジウムを実施しました。

【探究シンポジウムの概要】

取組２：多様な人材の配置・活用によるきめ細かな指導の充実 （P.18 参考資料)

（１）静岡式３５人学級編制【小中学校】

ア 現状

本県では、令和元年度に小学校１年生から中学校３年生までの９学年で、静岡式35人学
級編制が完成しています。
全国では、長い間、小学校１年生が35人学級編制、小学校２年生から中学校３年生まで

が40人学級編制となっていましたが、小学校については、令和３年度以降、１年に１学年
ずつ35人学級編制に引き下げているところです。下表のとおり、今年度は小学校１年生か
ら３年生までが３５人学級編制、４年生から６年生までと中学校の３学年が４０人学級編
制、令和７年度には全国で小学校の全学年が35人学級編制となります。（本県では中学校
のみが静岡式35人学級編制を実施することとなります。）

【表 35人学級編制への引き下げに係る計画】

イ 成果

①学習面
・学力差が大きい集団においても、個に応じたきめ細かな指導・支援ができるようになり、児
童生徒が、より積極的に発言できる機会が増加したり、グループ学習において意欲的に意
見交換をしたりすることができるようになっています。
・少人数学級になったことで、児童生徒の学習状況を的確に見取ることができるようになる
とともに、児童生徒一人一人の定着の度合いやつまずきなどを把握しながら、適切に指導・
支援、評価に生かすことができるようになっています。

②生活面
・児童生徒一人一人の悩みや相談に応じる時間を十分に確保できるようになり、児童生徒の
心理面の状況等を的確に把握できるようになるとともに、問題が見つかった場合には、早
期に対応することができるようになっています。

・いじめや不登校等の問題行動に対して、教師の目が行き届くようになり、早期に丁寧な対
応ができるようになっています。そのため、教師と児童生徒、保護者との信頼関係も深ま
っています。

開催日 ・令和４年８月 16日（火）

会 場 ・グランシップ（対面及びライブ配信）

参加者
・高校教員

・小中学校教員ほか（オンライン視聴）

内 容

・講演

（東京大学・慶応義塾大学教授 鈴木寛 氏）

・パネルディスカッション

・事例発表及び情報交換

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

全国 小１ 小１、小２ 小１～小３ 小１～小４ 小１～小５ 小１～小６

本県 小１～６、中１～３
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（２）専門人材等の活用

ア 小学校における専科指導教員の活用

①小学校英語の充実

令和２年度から始まった小学校英語の円滑な実施と、学校の働き方改革を目的として、英語
を専門に教える教員（英語専科加配教員）を小学校に配置しています。また、英語専科加配教
員が配置できない市町については、本県が独自に取り組んでいる「静岡県小学校英語指導資格
（ＬＥＴＳ・レッツ）」認定教員の配置を進めています。

【英語専科加配教員の配置効果】

②小学校高学年教科担任制の推進

学習が高度化する小学校高学年において、専科指導教員による専門性の高い教科指導を行
い、教育の質の向上を図っています。さらに今年度からは、学校の働き方改革を進めるため、
地域や学校等の実情に応じた取組が可能となるよう専科指導教員を拡充し、小学校高学年に
おける教科担任制を推進しています。
なお、国では優先的に専科指導の対象とすべき教科を算数、理科、体育、英語としています

が、本県においては、特に、算数、理科を中心に推進しています。

イ 高等学校における多様な地域人材の活用

地域に在住する退職教員・大学生・外国語が堪能な地域の人材等を活用して、放課後等に
学習指導や教員の指導力向上支援、進路選択支援等の取組を行うことにより、生徒の学習意
欲の向上と学力の定着を図っています。

【放課後学習支援等の実施状況】

・英語専科加配教員が、外国の文化を身近に感じられる題材や学習内容、学習形態等を工
夫しながら適切な指導を行うことで、児童は授業内容を正しく理解できるようになっ
ている。また、外国語の授業を楽しみながら、意欲的に学ぶことができている。

・英語専科加配教員による正しい発音に触れたり、英語を用いたコミュニケーションを図
ったりすることで、児童の表現力や聞く力、書く力等の育成にもつながっている。

項 目 派 遣 時 間 事 業 内 容

学 習 等 支 援 155時間/年 学習上課題を抱える生徒が多い県立高校 18校に配置

定時制生徒支援 79 時間/年 定時制過程を設置する県立高校 20 校に配置

外国人生徒支援 300時間/年
外国人生徒選抜実施校９校及び外国人生徒が多い定時

制の課程６校に配置
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視点１ これからの時代を生きるための資質・能力を育む教育の充実

取組名 デジタル技術の効果的な活用 担当課名
教育ＤＸ推進課、

義務教育課、高校教育課

目 的

(何のために)

１人１台端末やＥｄＴｅｃｈの活用による教育活動の充実を図るとともに、児童

生徒や教員の情報リテラシーの向上を図ります。

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組１：デジタル技術の活用による授業改善

（１）小中学校における１人１台端末の活用

県内の公立小中学校では、令和３年度中に児童生徒１人１台ずつの学習者用端末の整備が完
了しました。１人１台端末を活用することで「全員の考えを一斉に表示し、共有できる」「共同
作業・共同編集を行うことができる」等の良さがあります。各学校では１人１台端末を効果的
に活用し、資質・能力を育成しています。

児童生徒は、端末を自ら活用し授業に取り組んでいます。今までの学習と異なりたくさんの
資料をカラーで配布することができるため、資料についてより深く考えることができます。ま
た、教科によっては専用のアプリ等を活用して、より主体的に課題を考察することが可能にな
りました。

県教育委員会では県内の３小学校・２中学校に、１人１台端末の効果的な活用について研究
を依頼し、得られた成果を幅広く広めています。

【１人１台端末を活用した授業の様子】

（２）県立高校におけるＩＣＴ活用及び環境整備

ア ＩＣＴ環境整備

県立高校においては、令和４年度の１年生から BYOD（個人が所有する端末を活用する仕組。
Bring Your Own Device の略）による１人１台体制への移行を進めています。円滑な移行に向
けて、学校におけるＩＣＴ活用を技術的に支援する「ＧＩＧＡスクール運営支援センター」の設
置や、貸出し用端末の整備などを進めています。
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【県立高校のＩＣＴ機器整備状況】 【GIGAスクール運営支援センターのイメージ】

イ ＩＣＴ活用の推進

これまでも、生徒が端末を活用して他者の考えを共有したり共同編集するなどの「協働的な学
び」や、コロナ禍での休校時におけるオンラインでの授業配信など、学びの質の向上や緊急時の
学びの保障にＩＣＴを活用してきました。
また、学習アプリ等を活用した学習の個性化と指導の個別化による「個別最適な学び」や、限

られた学習時間を効率的に運用する観点からの ICT 活用も進めていきます。

【個別最適な学び（アダプティブラーニング）の概念】

取組２：教員のＩＣＴ活用指導力の向上

（１）ＩＣＴ活用に係る教職員研修
令和４年度から、教員のＩＣＴ活用指導力に応じた段階的な研修の新設や、いつでも受講可

能なｅラーニングによる研修など、ＩＣＴ活用に係る教職員研修の充実を図っています。

【ＩＣＴ活用に係る教職員研修の実施】

ＩＣＴ機器 整備状況
無線ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ 全ての普通教室
貸出し用端末 生徒数の約 1/3 程度
プロジェクタ 全ての普通教室

学習の個性化
教師が支援の必要な子供により重点的な指導を行うことなどで効果的な
指導を実現することや、子供一人一人の特性や学習進度、学習到達度等に
応じ、指導方法・教材や学習時間等の柔軟な提供・設定を行うこと

指導の個別化
教師が子供一人一人に応じた学習活動や学習課題に取り組む機会を提供す
ることで、子供自身が学習が最適となるよう調整すること

ICT活用研修（入門編） ICT の基本的な使い方を理解し教材を作成する
ICT活用研修（基礎編） アンケート機能の使い方を理解し教材を作成する

ICT活用研修（実践編）
GoogleClassroom の使い方を理解し授業における活用イメージ
を持つ

情報セキュリティ入門
（ｅラーニング）

情報セキュリティの概要と個人情報の適切な取り扱い方法に
ついて理解し、情報セキュリティに対する意識を高める

アプリケーションの使
用方法（ｅラーニング）

授業で利用する機会の多いアプリケーションの使用方法を学ぶ

新しい時代に向けた
ICT活用研修

企業から講師を招き、新時代の「教え方」「学び方」の方向性に
ついて知る

（出典：文部科学省ＨＰ）
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（２）電子教材や授業動画の共有
コロナ禍における学校の臨時休業等を契機としてＩＣＴ活用支援ポータルサイトを開設し、

各学校から収集した電子教材を共有しています。（令和３年度末時点：261 種類）
また、ＩＣＴ活用に長けた教員による実際の授業動画をｅラーニングシステムに掲載し、

教員がオンラインで視聴して研修に取り組めるようにしています。
【ＩＣＴ活用支援ポータルサイト】 【授業動画の例】

取組３：情報リテラシーの向上

（１）情報モラル教育

情報社会では、情報がネットワークを介して瞬時に世界中に伝達され、予想しない影響を与
えてしまうことや、対面のコミュニケーションでは考えられないような誤解を生じる可能性も
少なくありません。このような情報社会の特性を理解し、情報化の陰の部分に対応し、適正な活
動ができる考え方を教えるのが情報モラル教育です。
小中学校においては道徳科や技術・家庭科、特別活動の授業等を通じて、高等学校においては

情報科をはじめとする各教科等の指導を通じて、児童生徒の情報モラルの育成を図っています。
また、教職員については、初任者研修やその他の研修、ｅラーニング等において、著作権や情

報セキュリティの概念について学ぶとともに、インターネット上の誹謗中傷の防止をテーマと
した指導例を盛り込んだ人権教育教材を作成し、学校での指導方法の共有を図っています。

【インターネット上の誹謗中傷の防止に関する指導例（令和４年度 静岡県人権教育の手引き）】
テーマ 対象

学習用タブレットを上手に使おう 小学生（低学年）
個人情報を大切にしよう 小学生（高学年）から中学生
ＳＮＳでの発信の仕方を考えよう 中学生から高校生
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ネット依存度判定システム

（２）ネット依存対策

子供たちのスマホの所持率の上昇や、ネット利用の低年齢化、学校現場におけるＧＩＧＡ
スクール構想の進展など、子供たちを取り巻くＩＣＴ環境が急激に変化し続ける現状を踏ま
え、ＮＰＯ法人や医療関係者、携帯電話事業者等との連携による全県推進体制のもと、正しく
安全なネット利用の促進に努めています。
Web によるネット依存度判定システムを活用したセルフチェックの促進を図るとともに、

自然体験回復プログラム「つながりキャンプ」や講演会、ワークショップを開催するなど、
多様な取組を推進しています。

【ネット依存度判定システム】 【つながりキャンプ】

【ネット依存度判定システムの結果（令和３年７月～令和４年３月）】

区分 人数 依存リスク該当者（中リスク＋高リスク）

小学校 7,019 人
2,224 人 31.7％

（中リスク）1,942 人
（高リスク） 282 人

（中リスク） 27.7％
（高リスク） 4.0％

中学校 5,206 人
2,340 人 44.9％

（中リスク）2,055 人
（高リスク） 285 人

（中リスク） 39.5％
（高リスク） 5.5％

高 校 5,907 人
3,070 人 52.0％

（中リスク）2,807 人
（高リスク） 263 人

（中リスク） 47.5％
（高リスク） 4.5％

特 支 41 人
25 人 61.0％

（中リスク） 23 人
（高リスク） 2人

（中リスク） 56.1％
（高リスク） 4.9％

計
18,173

人
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視点２ 社会の変化や児童生徒、保護者、地域社会の多様な教育ニーズに応える学校づくり

取組名
高校の魅力化・特色化と教職員の

資質向上
担当課名

教育政策課、義務教育課

高校教育課

目 的

(何のために)

県立高校における普通科改革等による魅力化・特色化とともに、教職員の専門性や

指導力の向上を図り、学びを支える魅力ある学校づくりを推進します。

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組１：県立高校の魅力化・特色化 （P.19 参考資料)

（１）「オンリーワン・ハイスクール」事業の実施

国の普通科改革を踏まえ、地域に開かれた学校づくりを研究する「フューチャーハイスクー
ル」等、県立高校の魅力化・特色化を推進するための研究テーマを４つに分類し、学校を指定し
て探究活動を実施することで生徒の主体的な学習意欲の向上を図るとともに、多様なニーズに
応える教育を実現します。

（２）「プロフェッショナルへの道」事業の実施

専門学科や総合学科を設置する高校に、企業や大学から高度な技術を持った専門人材や研究
者を学校に招いたり、高校生が大学等に出向いて専門的な研究を行うことで、未来のスペシャ
リストを育成します。

区分 内容

フューチャー
ハイスクール
【指定：６校】

【地域に開かれた学校づくり探究】
・地域人材や民間活力を取り入れた学校運営の研究
・生徒による地域活性化、大学と連携した地域課題の解決の研究
・本校分校間、若しくは複数の学校が連携した遠隔授業の研究

イノベーション
ハイスクール
【指定：７校】

【リベラルアーツの推進・探究】
・文系・理系のバランスのよい学びの研究
・生徒が設定したオリジナルな探究活動を支援するカリキュラム研究
・医療人材育成に向けたカリキュラム研究

アカデミック
ハイスクール
【指定：９校】

【研究機関連携による社会課題探究】
・SDGs をはじめとする、学際的・領域横断的な分野の探究
・演劇分野やスポーツ分野のカリキュラム研究
・海外の教育機関や企業等と連携したカリキュラム研究

グローカル
ハイスクール
【指定：11校】

【地域協働による地域課題探究】
・自治体や地元企業との連携・探究
・地域連携による科目設定、カリキュラム研究
・地域企業での就業体験による単位認定の研究

項目 内容

未来のスペシャリ
スト育成

・専門科目の実験・実習等における高度技術者等の招聘
・高校生が大学等に出向き、高度な学問の一端に触れたり、研究体験
や活動を行ったりする機会の促進

パワーアップチャ
レンジプログラム

・専門科目に関する全国大会への参加支援及び参加するための練習
に伴う支援

産業界との連携進化
・産業界等と連携・協働し、地域課題の解決等に向けた探究的な学び
を行う取組の推進

子どもフォアフロ
ント体験教室

・ものづくりの楽しさと実学への興味・関心を高めるため、高校生に
よる小中学生対象の体験教室の開催

ふじのくに実学チ
ャレンジフェスタ

・専門高校等の学習成果や魅力を発信
開催予定：令和４年 10 月 22日：アクトシティ浜松
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取組２：教職員研修 （P.20 参考資料)

（１）研修実施の基本方針
教員等がキャリアステージに応じて標準的に修得することが求められる資質能力を明確化し

た「静岡県教員等育成指標」を踏まえ、教職人生を通して学び続けることができるよう、「静岡
県教員研修計画」を策定し、研修を実施しています。

【令和４年度の具体的な方策】

（２）キャリアステージに応じた研修

「基礎・向上期」から「充実・発展期」（教職経験 10年程度から 40代半ば）までの教員を対
象とした初任者研修や中堅教諭等資質向上研修等の年次別研修、「充実・発展期」及び「深化・
熟練期」（40 代半ば以降）の教員を対象としたキャリアデザイン研修、「充実・発展期」以降の
教員を中心とした大学や研究機関、民間企業等への派遣研修など、教員等のキャリアステージ
に応じて研修を実施しています。

【研修体系】

個別最適な学び・
協働的な学び、
時代の変化に対応
した学びの実現

様々な教育課題に対応する専門的な研修の実施、「主体的・対話的で
深い学び」や「協働的な学び」の実現、ＩＣＴ活用指導力の向上、個
別最適化された学びへの対応、地域・企業等との連携等による。

キャリアステージ
に応じた資質能力
の向上

初任者研修や中堅教諭等資質向上研修等の年次別研修の実施、キャリ
アデザイン研修等の実施、大学・教職大学院・研究機関・民間企業・
在外教育施設等への派遣研修の実施等による。

効果的・効率的な
研修の実施

集合型研修とオンライン研修とのベストミックスによる効果的な研修
の実施、日常的・組織的なチーム研修やメンター方式の研修の充実、
校外研修の精選、校内研修と校外研修の関係付け、研修と実践の往還、
学校等支援研修の充実、オンライン研修の拡充等による。

関 係 機 関 と の
連携・協働

高等教育機関や民間企業との連携、研修機会や研修講師の充実、静岡
県や地域の課題解決に資する研修の実施等による。
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４ 主要事業

事業名 重点項目
2022

予算額(千円)

小中学校学習支援事業費 ・学力向上推進プロジェクト 3,630

静岡式 35人学級編制

・小中学校における35人学級編制による教員定数

（小１～３：国による措置 小４～中３：国及び県

による加配）

（人件費）

新時代を拓く高校教育推進

事業費（オンリーワン・ハイ

スクール）

・新時代の多様な学習ニーズに対応するための普通科

の特色化、新学科の具現化
65,000

スクールＤＸ推進事業費

・静岡型ＬＭＳ（ラーニングマネジメントシステム）

の構築に向けた調査・研究

・ＧＩＧＡスクール運営支援センターの設置

78,200

ネット依存対策推進事業費
・Ｗｅｂシステムを活用したネット依存のセルフチェ

ックの促進、自然体験回復プログラム
3,600

静岡県学校情報化推進事業

費

・教育総合ネットワークシステムの保守運用

・eラーニングシステムの保守運用
382,000

教職員総合研修事業費 ・静岡県教員等育成指標に基づく教職員研修の実施 36,341

学び続ける教員支援事業費 ・教員の上位免許状等取得のための教員免許認定講習 4,260

その他取組を含めた合計 1,724,113



参考資料

18

視点 1 これからの時代を生きるための資質・能力を育む教育の充実

関連資料

＜多様な外部人材等の活用状況＞

（市町立小中学校）※政令市を除く

（県立高校）

項 目 業務内容等 配置状況等

スクールロイヤー
学校現場で発生する様々な問題に対して、中立的な立場で法

的側面に基づき助言する弁護士

・法律相談（毎月）

・教員研修会講師 等

スクールカウンセラー
不登校､いじめ､学習､発達に関することなど、子供が抱える諸

課題解決に向けたカウンセリング等を行う公認心理師等
・全中学校区に配置

スクールソーシャ

ルワーカー

家庭、学校、地域の関係機関のネットワーク構築を担い、生徒

が抱える諸課題解決に向けた支援等を行う社会福祉士等
・全市町に配置

スクール・サポー
ト・スタッフ

教員が児童生徒と向き合う時間を確保し教育の質の向上を図

るため校内で教員でなくてもできる業務を担う地域住民等
・全小中学校に配置

項 目 業務内容等 配置状況等

スクールロイヤー
弁護士が学校現場で発生する様々な問題に対して、中立的な

立場で法的側面に基づき助言する。

・年６回(東部・西部)

・年９回(中部)

スクールカウンセラー
公認心理師等が不登校､いじめ､学習､発達に関することなど、

子供が抱える諸課題解決に向けたカウンセリング等を行う。

・32校(拠点校)

・拠点校から派遣

スクールソーシャ

ルワーカー

社会福祉士等が家庭、学校、地域の関係機関のネットワーク

構築を担い、生徒が抱える諸課題解決に向けた支援等を行う。

・11校(拠点校)

・拠点校から派遣

学校支援心理アド

バイザー

公認心理師等が特別な教育的支援を必要とする生徒等への支

援について、教職員に指導及び助言を行う。

・重点派遣校 3校

・巡回派遣７校(拠点校)

拠点校から派遣

精神科医
精神科医が特別な教育的支援が必要な生徒等への支援につい

て、医学的見地に基づき教職員の相談に対応する。

・拠点校３校

・拠点校で実施

外国語指導講師

(ALT)

外国より派遣された青年が英語担当教員とティームティーチ

ングで生きた英語の指導を行う。
・全校

学習等支援
(全日制)

退職教員や大学生等が学習上課題を抱える生徒に対し放課後

に学習支援を行う。
・82校(希望する高校)

定時制生徒支援
退職教員や大学生等がティームティーチングによる教科指導

や学び直し等の学習支援を行う。
・全校(定時制)

外国人生徒支援

(日本語指導等)

外国語及び日本語が堪能な地域人材や大学生等が外国人生徒

に日本語指導を行う。
・15校

外国人生徒支援

(キャリア支援)

キャリアコンサルティング技能士等を支援希望校に巡回派遣

し、生徒個々の状況に応じたキャリア支援を行う。
・巡回派遣

学校運営協議会委

員等

保護者の代表や地域住民等が学校と地域との共通課題に対する協議

や学校運営に対する支援を行う。
・全校
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視点 2 社会の変化や児童生徒、保護者、地域社会の多様な教育ニーズに応える学校づくり

関連資料

＜新時代を拓く高校教育推進事業＞
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＜教職員育成指標と研修との対応表＞


